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保健福祉課 6 1
低所得者世帯支援事
業【7万円分】【物価
高騰対策給付金】

●支援対象
　R５年度分の住民税非課税世帯　（1514世帯）

●支援内容
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
　給付金　1世帯当たり70,000円×57世帯（1,514世帯のうち繰越分）
　
●交付金使途
　給付金及び事務費

4,639,720 4,639,720 R6.1.1 R6.10.31 対象世帯に対して令和6年1月までに支給を開始する

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率：95.3％

令和5年度【新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金事業】低所得者世帯支援事
業で申請を行った非課税世帯に対し、プッシュ
方式により短期間で支給を行うことができた。

保健福祉課 6 2

給付金・定額減税一
体支援事業（令和5年
度住民税均等割のみ
課税世帯、令和5年
度住民税均等割非課
税世帯及び住民税均
等割のみ課税世帯の
うち子育て世帯、令
和6年度新たに住民
税均等割非課税とな
る世帯、令和6年度
新たに住民税均等割
のみ課税となる世
帯、令和6年度新た
に住民税均等割非課
税となる世帯及び住
民税均等割のみ課税
となる世帯のうち子
育て世帯、定額減税
しきれないと見込ま
れる所得水準の方）
【物価高騰対策給付
金】

●支援対象
　低所得世帯等の給付対象世帯数（617世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（7505人）のうちR６計画分

●支援内容
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

　令和６年度新たに住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯　100,000円×267世帯
　子ども加算　50,000円×31人
　定額減税を補足する給付の対象者　3,873人　(160,510,000円）

●交付金使途
給付金及び事務費

194,035,202 194,035,202 R6.2.1 R7.3.31 対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率（均等割のみ）：
93.8％
支給対象者に対する支給率（こども加算）：
99.4％

非課税世帯への支援が多い中で、均等割のみ
課税世帯への支援が喜ばれた。LINE申請、セ
ブン銀行ATMでの受取りを、給付金事業におい
て初めて取り入れた。セブン銀行ATMでの受取
りは、口座振込より早く現金を受け取れるため、
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの利用方法を知っていただく機会
となった。

保健福祉課 6 7

低所得世帯支援事業
（令和6年度住民税非
課税世帯及び令和6
年度住民税非課税世
帯のうち子育て世帯）

●支援対象
　低所得世帯等の給付対象世帯数（1694世帯）のうちR６計画分

●支援内容
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
　令和６年度住民税均等割非課税世帯　30,000円×1,427世帯
　こども加算　20,000円×92人

●交付金の使途
給付金及び事務費

48,409,704 48,409,704 R7.1.21 R8.3.31 対象世帯に対して令和7年3月までに支給を開始する

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率（新たに住民税均
等割及び非課税世帯）：■91.4％
支給対象者に対する支給率（定額減税）：■
90.4％

（コメント）定額減税しきれないと見込まられる所
得水準の方（当初調整給付金）は就労世帯が
多いため、LINE申請が好評であった。また、受
付開始直後はセブン銀行ATMでの受取り希望
者も多かったが、セブン銀行との調整を行い、
要望に応じた給付を行うことができた。

保健福祉課 6 11
庄内町障がい者施設
等物価高騰対策支援

事業

● 支援対象
　　町内の障がい者施設等 ： 8事業所

● 支援内容
　　支援金
  　○グループホーム：2,500円×事業所の定員数
　　○グループホーム以外のサービス：25,000円

● 交付金使途
　　支援金、事務費

470,770 470,770 R7.1.21 R7.3.31
支援を目的としているため、支給対象者に対し、3月までに
100％支給することを成果目標とする。

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率：100％

山形県で実施する事業と連動し、助成を行っ
た。物価高騰の影響をうける事業所の負担軽
減につながった。
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保健福祉課 6 12
庄内町高齢者施設等
物価高騰対策支援事

業

● 支援対象
　　町内の高齢者施設等 ： 9法人、団体

● 支援内容
　　支援金
  　○特養、地域密着、老健：
　　　入所者30名以上の施設2,500円×施設の定員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠2,500円×39名（施設の定員数）×1事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠2,500円×80名（施設の定員数）×2事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠2,500円×90名（施設の定員数）×1事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠2,500円×100名（施設の定員数）×1事業所
　　○訪問サービス、通所サービス、
       小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援：25,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠25,000円×13事業所

● 交付金使途
　　支援金、事務費

1,298,380 1,298,380 R7.1.21 R7.3.31
支援を目的としているため、支給対象者に対し、3月までに
100％支給することを成果目標とする。

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率：98.06％

原油価格及び物価の高騰に係る支援金を給付
したことで、各事業所内での経費負担を軽減す
ることができた。

子育て応援課 6 13
庄内町ひとり親等世
帯生活応援給付金支

給事業

● 支援対象
　　児童扶養手当の認定を受けているひとり親等世帯

● 支援内容
 　 物価高騰による影響が大きいひとり親世帯に
    対して、現金給付を行い負担軽減を図る。
    　給付金　　子ども1人あたり20,000円×185人

● 交付金使途
　　給付金、事務費

3,917,840 3,917,840 R7.1.21 R7.3.31 対象世帯に対して令和7年3月までに支給する。

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象者に対する支給率：91.5％

児童扶養手当の認定を受けているひとり親世
帯に対する給付金の支給により、生活の安定と
子育て環境の向上につながった。

子育て応援課 6 14
庄内町こども食堂・地

域食堂支援事業

● 支援対象
　　こども食堂・地域食堂運営団体

● 支援内容
　　居場所や人とのつながりの喪失による孤立化を社会全体で防ぐためにこども食堂・地域食堂の事業
　　を実施するにあたり、材料費等の価格高騰による経費負担を支援する。
　　　にこにこ食堂　　　＠10,000円×11回
　　　猿田ほっとカフェ　＠5,000円×11回
　　　生活学校　　　　　＠10,000円×1回

● 交付金使途
　　支援金

175,000 175,000 R7.1.21 R7.3.31 支援団体における子ども食堂の開催（月1回程度）

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
支援団体における子ども食堂の開催数：23回

孤立を防ぎ地域とのつながり等の機会となる居
場所づくりへの経済的支援により、継続的開催
につながった。

農林課 6 15
庄内町畜産農家等応

援補助金

● 支援対象
　　町内に住所を有し畜産業を営む個人又は町内に事業所
　　を有する中小企業者
　　養豚9者、 肉用牛（繁殖・肥育）7者、 酪農3者、
    採卵鶏３者

● 支援内容
　（１）飼料費高騰に対する支援
　　①配合飼料：頭数に応じて価格上昇前平均価格と直近
       価格の差額から県補助金を差し引いた額の20%相
       当額を支援する。
　　②粗飼料：頭数に応じて価格上昇前平均価格と直近価
　　　 格の差額の20%相当額を支援する。
　（２）子牛価格下落に対する支援
　　①肉用牛（繁殖）：頭数に応じて価格下落前の平均価格
　　　 と直近価格の差額から肉用子牛生産者補給金を差し
　　　 引いた額の20％相当額を支援する。
　  ②酪農：頭数に応じて価格下落前の平均価格と直近価
       格の差額の２０％相当額を支援する。
　（３）支援額（(1)と(2)の合計額）
　　 ・ 上限1,200千円/年

● 交付金使途
　　補助金

16,739,990 16,739,990 R7.1.21 R7.3.31 畜産農家等離農数：0件

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

評価：A
畜産農家等離農者数：1件

物価高騰に起因する経費の掛かり増しや肉用
子牛の市場価格の下落により減収している畜
産農家等の経営安定に一定程度寄与できた。
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商工観光課 6 16
キャッシュレス決済ポ

イント還元事業

● 支援対象
　　一般消費者及び町内の中小企業者

● 支援内容
　　主に小売、生活関連サービス業等の町内中小企業者等でのキャッシュレス決済利用ポイント還元を実施することで、
　　町内消費を喚起するとともに、物価高騰の影響を受けている地域経済の回復を図り、消費者の負担軽減を図るため、
　　キャッシュレス決済によりポイント還元事業を実施。

● 交付金使途
　　委託料、事務費

37,509,106 37,509,106 R7.1.21 キャッシュレスにより地元で消費される金額477,000千円以上

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【B】
3月末時点の
支給対象事業者に対する支給率：73.1％
ポイント還元額52,307,656円
消費額約348,718千円

還元率15%で令和6年6月と同じく、令和7年6月
の同時期に実施した結果、ほぼ昨年並みとな
り、目標達成までは至らなかった。還元事業を
ここ数年、毎年実施していたことから新規が伸
びなかったことや、還元率が昨年度同等のた
め、誘客力が今一つだったことが考えるが、一
定の経済効果はあったと感じている。

商工観光課 6 17
プレミアム付きタク
シー券発行事業

● 支援内容・支援対象
　　庄内町商工会、商品券を購入した地域住民

● 支援内容
　　燃料価格の高騰によって大きな影響を受けている町内のタクシー事業者及び運転代行業者の事業継続と
　　一般消費者の負担軽減を図るためプレミアム付きタクシー券を発行する。
　　額面：3,000円（購入金額2,000円）のプレミアム付きタクシー券3,000セット発行

● 交付金使途
　　委託料、事務費

4,116,027 4,116,027 R7.1.21
発行したプレミアムタクシー券により地元で消費される金額
9,000千円

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象事業者に対する支給率：98.1％
発行総額9,000,000円
利用額8,828,500円（未精算額171,500円）

プレミアム率も高く、タクシー以外に運転代行業
者でも利用できたことから、多くの方から利用し
ていただいた。燃料費高騰の影響をうけるタク
シー会社等にとっては利用促進につながり、効
果があったと感じている。

商工観光課 6 18
庄内町酒蔵等原料米
価格高騰対策支援事

業

● 支援対象
　　町内で日本酒を製造している事業者

● 支援内容
　　米の価格高騰により、日本酒を製造するために
    仕入れた原料米にかかる仕入れ価格の上昇した額
    に対し、事業者の負担を軽減するため、支援する。
　　　・1事業者あたり　上限1,000千円

● 交付金使途
　　補助金

1,585,000 1,585,000 R7.3.4 R7.3.31
事業者の経営支援を目的としているため、3月までに00％支
給することを成果目標とする。

A：効果があった
B：やや効果があった
C：どちらとも言えない
D：効果が見られなかった

【A】
3月末時点の
支給対象事業者に対する支給率：100%
支給対象　酒蔵2/2事業者　100%

米価高騰の影響が大きいものの、なかなか価
格転嫁がしずらい業界であったため、補助金ぬ
による原料米への支援は効果があったと感じ
る。

計 312,896,739 4,639,720 242,444,906 65,812,113


